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鳥取県 県西部圏域 総合水産基盤整備事業計画（R4～R8） 

１．圏域の概要 

（１）水産業の概要 

①圏域内に位置する市町村および漁業協同組合の概要 

   県西部圏域の沿岸市町村は、西から境港市、米子市、日吉津村、大山町、琴浦町で構成

されている。漁港の所在との関係は以下のとおり８漁港と４港湾が位置している。 

市町名 漁港名 

境港市 境漁港（特定第三種）・渡漁港（第一種）、境港 

米子市 
淀江漁港（第二種）・皆生漁港（第一種） 

崎津漁港（第一種）、米子港 

大山町 
平田漁港（第一種）・御来屋漁港（第一種） 

御崎漁港（第一種）、逢坂港 

琴浦町 赤碕港 

   第一種漁港については、該当市町が管理者となっており、その他種別の漁港について

は、鳥取県が管理者となっている。 

また、圏域内の沿岸及び沖合漁業に係る漁業協同組合は、大きく次の組織がある。 

 

    境港市：山陰旋網漁協、鳥取県漁協 境港支所 

    米子市：米子市漁協、鳥取県漁協 淀江支所 

大山町：鳥取県漁協 御来屋支所、中山支所 

    琴浦町：赤碕町漁協 

 

   本圏域の大半の陸揚げは、特定第三種である境漁港が占めており、現在、高度衛生管理

型市場整備が進められている。当該漁港が位置する境港市の工業出荷額のうち、水産物製

造関係が４割以上を占めており、水産業は基幹産業となっている。 

また、沿岸漁業においても大山町から琴浦町にかけて豊かな漁場が形成され、圏内では

新規就業者も多く、活気のある地域となっている。 

平成１５年４月１日に沿海の１４漁協の内１０漁協が広域合併し、鳥取県漁業協同組

合となった。そのうち４支所が本圏域内に位置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県西部圏域 
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鳥取県における沿海漁業協同組合 一覧表 

区分 漁協名 所在地 

沿海漁業協同組合 

田後漁業協同組合 岩美町 

鳥取県漁業協同組合 鳥取市 

 東支所 岩美町 

浦富支所 岩美町 

網代港支所 岩美町 

福部支所 鳥取市 

賀露支所 鳥取市 

酒津支所 鳥取市 

浜村支所 鳥取市 

夏泊支所 鳥取市 

青谷支所 鳥取市 

泊支所 湯梨浜町 

中山支所 大山町 

御来屋支所 大山町 

淀江支所 米子市 

境港支所 境港市 

赤碕町漁業協同組合 琴浦町 

米子市漁業協同組合 米子市 

 

 ②主要漁業種類、主要魚種の生産量、資源量の状況 

   主要漁業種類は大中型まき網、刺網漁業、小型底曳網漁業であり、主要魚種の生産量は

マサバ（約 2 万 1千トン）、マアジ（約 2 万 5千トン）、マイワシ（約 2100 トン）、ベニズ

ワイガニ（約 4900 トン）クロマグロ（約 900 トン）、スルメイカ（約 500 トン）、サワラ

（約 710 トン）、ヒラメ（約 20 トン）である（令和元年）。資源量の状況は、サバ：ＭＳ

Ｙ水準の 75％、親魚量は増加傾向、マアジ：中位増加、マイワシ：中位増加、ベニズワイ

ガニ：中位減少、スルメイカ：中位減少（秋産まれ群）及び低位減少（冬産まれ群）、サ

ワラ：高位横ばい、ヒラメ：中位横ばい、となっている(令和元年)。 

   また、本圏域では、美保湾沖にてギンザケ養殖が行われている。これは、東日本大震災

による養殖場被災を受けて当該地での試験養殖を経て事業化されたものである。平成 28

年には、洋上自動給餌システムの導入など最先端の設備を用いた養殖が行われている。 

 

③水産物の流通・加工の状況 

○圏域内で陸揚げされた水産物の主な流通形態 

    琴浦町の赤碕町漁協で漁獲される水産物は赤碕港に陸揚げされるが、その他の県西

部圏域内で陸揚げされた水産物は、特定第３種漁港である境漁港に集約されるほか、県

内又は県外へ出荷されている。 

    境漁港では、昭和３７年に県営「境港水産物地方卸売市場」が開設され、現在、「高

度衛生管理基本計画」（平成 26 年 9 月策定 水産庁）に基づき、高度衛生管理型市場整

備が進められている。令和元年６月に１号上屋及び陸送上屋が供用開始され、令和４年

８月に２号上屋の供用開始により、全面リニューアルとなる。 

 

県
西
部
圏
域 
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○加工品等について 

    境漁港の背後地には処理能力の大きな水産加工団地があり、全国５位（令和２年 速

報値：境港水産振興協会）の陸揚量を支えている。主な加工製品は、冷凍水産物やベニ

ズワイガニ、サバ、アジ等を用いた冷凍食品である。 

 

○輸出に関する取り組みについて 

境港地区においては、「水産物輸出緊急基盤整備事業基本計画」（H28 年３月承認）に

基づき、地域をあげた輸出促進を進めており、冷凍魚を中心に、韓国、中国、ベトナム

等へ輸出されている。 

 

④養殖業の状況 

〇ギンザケ養殖 

宮城県女川町の三陸海岸のギンザケ養殖業が東日本大震災で被災したため、民間事

業所が鳥取県と境港市の財政支援を受けて平成２３年から海面養殖業に取り組んでお

り、年間 1,800 トンを生産している。平成２７年には、境港市に本社兼加工場を整備し

ており、養殖から加工販売まで一貫した生産体制となり、地元を含め西日本でもギンザ

ケが流通し、新たな特産物となっている。 

 

⑤漁業経営体、漁業就業者（組合員等）の状況 

  当圏域における近年の漁業就業者等の状況は、下表のとおりである。 

地区 境港 米子・ 

時津 

淀江 御来屋 中山 赤碕 

経営体数 ４５ ８０ ３２ ５２ ２２ ５２ 

就業者数 ３４５ １０３ ４１ ７４ ２２ ５１ 

                  2018 漁業センサス 

 

他の圏域と比較すると新規就業者が多いが、高齢化の問題は深刻であり、引き続

き、若手漁業者の新規就業が最重要課題となっている。 

 

⑥水産業の発展のための取組 

圏域内における水産業の健全な発展のため、境港市地域及び鳥取県西部地域で浜の活

力再生プランを定めており、漁船の代船建造、活魚出荷の推進、食育・魚食普及活動の推

進、漁場環境の改善等に取り組んでいる。 

 

⑦水産基盤整備に関する課題 

  境漁港においては、平成２６年度から令和６年度にかけて、高度衛生管理型市場整備を

進めている。また、高度衛生管理型市場整備に併せて、主要岸壁の耐震強化及び耐津波対

策が令和２年度に完成した。 

   県西部圏域におけるその他漁港においても、老朽化した漁港施設の長寿命化、維持管理
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コストの平準化、地震・津波に対する安全性の検証及び耐震強化・耐津波対策、漁港の利

用者や生産者の就労環境の改善や漁港施設の有効活用など漁港機能の増進を進めるた

め、以下の事業を見込んでいる。 

   ・水産流通基盤整備事業（境漁港） 

   ・水産物供給基盤機能保全事業（境漁港、淀江漁港、御来屋漁港、皆生漁港、崎津漁港） 

   ・漁港施設機能強化事業（御来屋漁港） 

   ・漁港機能増進事業（境漁港、渡漁港、淀江漁港、皆生漁港、崎津漁港、御来屋漁港、

平田漁港、御崎漁港） 

・水産業競争力強化漁港機能増進事業（境漁港、渡漁港、淀江漁港、皆生漁港、崎津漁

港、御来屋漁港、平田漁港、御崎漁港） 

・地方創生整備推進交付金（御来屋漁港、御崎漁港） 

 

⑧将来的な漁港機能の集約化 

今後、10 年程度で漁港施設について、機能再編予定なし。 
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（２）圏域設定の考え方 

① 圏域タイプ 流通拠点型 設定理由： 

県西部圏域内の漁港で陸揚げされた漁獲物

を、産地市場を有する特定第３種漁港境漁港

に集約し、消費地等に出荷するため。 

② 圏域範囲 境漁港から赤碕港まで

の範囲 

設定理由： 

 同上 

③ 流通拠点漁

港 

特定第３種漁港 

境漁港 

設定理由： 

 産地市場を有し、一定の港勢があるため。 

ア）衛生管理状況 

 H26～R6 にかけて高度衛生管理型市場整備

を実施（レベル３）。 

イ）防災・減災 

 高度衛生管理型市場整備と併せて、主要岸

壁の耐震強化及び耐津波対策が完了した。令

和元年に既存 BCP を改訂した。 

ウ）災害時における避難対策 

 BCP により避難対策が確立されている。 

エ）漁獲情報の電子化 

 荷受けの電子システムによりデジタル化さ

れ、一部、県の鳥取県漁獲情報統計システム

に集約されているが、集約化されていない一

部荷受け・機能についてシステムを改修し、

市場の取引情報をデジタルデータとして県の

鳥取県漁獲統計システムに送付できる体制の

構築を目指している。 

④ 生産拠点漁

港 

第１種漁港 

御来屋漁港 

第２種漁港 

   淀江漁港 

設定理由： 

第１種及び第２種漁港で一定の港勢を有す

るため。 

県西部圏域内の生産拠点漁港として、災害

時における漁港機能の維持及び早期回復を目

指す。御来屋漁港は、今後、主要施設の耐震

強化及び耐津波対策を実施する。淀江漁港は

機能診断が完了し地震及び津波に対して安全

性を確認している。 
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⑤ 輸出拠点漁

港 

特定第３種漁港 

   境漁港 

設定理由： 

 境漁港では、輸出水産物を重点的・戦略的

に取り扱っており、今後、輸出量の増加が見

込まれるため。 
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（令和元年） 

圏域の属地陸揚量(ﾄﾝ) 88,470.1  圏域の登録漁船隻数(隻) 549 

圏域の総漁港数 8  圏域内での輸出取扱量(ﾄﾝ) 9,200 

圏域で水産物の水揚実績が

ある港湾数 
2 

   

   
 

当該圏域を含む養殖生産拠点地域名 境港養殖生産拠点地域 

当該圏域を含む養殖生産拠点地域における

主要対象魚種 

ギンザケ 

当該圏域を含む養殖生産拠点地域における

魚種別生産量（収穫量）(ﾄﾝ) 

1,825 

当該圏域を含む養殖生産拠点地域における

魚種別海面養殖業産出額(百万円) 

1,000 



- 8 - 

２．圏域における水産基盤整備の基本方針 

（１）産地の生産力強化と輸出促進による水産業の成長産業化 

①拠点漁港等の生産・流通機能の強化 

境漁港では、平成２６年度に境港地区高度衛生管理基本計画を策定し、平成２７年度

に新市場の基本設計を作成し、高度衛生管理型市場の整備を進めている。 

水産物の安定的な提供に対応できる力強い水産業づくりの推進及び消費者に安心・

安全な水産物を提供できるように、境漁港で水揚げされる水産物の高度衛生管理を強

化し、まき網漁業、かにかご漁業、沖合底曳網漁業、いか釣漁業、各種沿岸漁業に対応

した、高度衛生管理荷さばき所の整備が課題となっている。 

境漁港のＩＣＴ化の取組は、荷受けの境港魚市場株式会社及び、漁業協同組合 JF し

まねが、クロマグロの入札で独自に開発したアプリを使用してタブレットに入札結果

を入力している。鳥取県は、鳥取県漁獲統計システムのデジタル化を進めており、荷受

けの境港魚市場株式会社及び鳥取県漁業協同組合の電子システムを改修し、市場の取

引情報をデジタルデータとして県に送付できる体制の構築を目指している。 

また、まき網漁業で漁獲した浮き魚を冷凍保存するための冷凍冷蔵施設の老朽化が

進んでいることから、新たな冷凍冷蔵施設の整備が望まれている。 

境漁港を核として、付加価値の向上と大量水揚げ・迅速処理に対応できるような集

荷・販売力の強化に努め、観光連携によって地域活性化を推進する。 

 

②養殖生産拠点の形成 

ギンザケ養殖が平成２７年度から事業化しており、「境港サーモン」として全国に売

り込んでいる。ギンザケ養殖の生産規模拡大に伴い、地元雇用が増加し、稚魚生産を

担う県内内水面養殖業者の事業規模、雇用も拡大している。さらに、大規模沖合養殖

システム（大規模な自動給餌システム）の海洋実証試験が実施され、イワガキの養殖に

も着手する等、更なる生産規模の拡大に繫がっている。 

また、ギンザケ養殖の増産に対応するため、既存の冷凍冷蔵施設を改修することに

より、漁獲物の保管量を増やしている。 
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（２）海洋環境の変化や災害リスクへの対応力強化による持続可能な漁業生産の確保 

①環境変化に適応した漁場生産力の強化 

近年の海洋環境変化（高水温化）や植食性動物（ウニ類、魚類）に対応可能な中長期

的かつ戦略的な藻場造成を進め、漁業者等と連携し豊かな漁場環境（主にアワビ、サザ

エの餌となるアラメ場）の保全に努める。特に本県沿岸域の藻場の衰退に影響を与えて

いるムラサキウニの駆除に積極的に取り組む。また、藻場造成の効果を把握するため、

潜水調査等に取り組む。 

 

②災害リスクへの対応力強化 

○漁業地域の安全・安心の確保 

流通拠点である境漁港において、平成 27～28 年度に岸壁の地震・津波に対する安全性

を検証した。その結果により、耐震強化及び耐津波対策が必要な施設については、平成 30

年度から詳細設計及び対策工事を実施し令和２年度に完了した。今後は日常点検、定期点

検を実施し、適切な維持管理を実施することで機能保全を図る。 

  ○被災後の地域水産業の早期再開 

   流通拠点である境漁港において、平成 30 年度に BCP を改訂した。今後も災害発生後に

流通機能を維持するため、事前対策、訓練を実施し、BCP の見直し・改善を図る。また、

被災後の漁港施設等の早期復旧に対応するため、建設業協会または地元建設会社と災害

協定を締結している。 

  ○持続可能なインフラ管理の推進 

   県西部圏域における漁業集落排水施設については、概ね整備が完了しており、今後は既

存施設の適切な維持管理及び長寿命化を図り、漁村の生活環境を維持する。また、漁港施

設については、策定した機能保全計画に基づき保全工事を実施するとともに、日常点検、

定期点検を実施し、必要に応じて現行計画の見直しを行い、漁港施設の長寿命化及び維持

管理コストの平準化を図る。 

  ○新技術の活用等による効率化・省力化 

   今後検討する。 
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（３）「海業」振興と多様な担い手の活躍による漁村の魅力と所得の向上 

 ①「海業」による漁村の活性化 

境港水産物直売センター（以下「直売センター」）は、平成２６年に鳥取県から山陰

旋網漁協へ譲渡された。魅力ある直売センターを創出し、水揚げから販売まで、地域で

一貫した衛生管理体制を構築するため、当施設に隣接する県営境港水産物地方卸売市

場の高度衛生管理化にあわせて、衛生管理の行き届いた直売センターに改築する（令和

３年度完成予定）。これにより、隣接する市場で取引された新鮮で豊富な水産物が、衛

生的で安全・安心な直売センターで販売される体制が構築される。 

また、観光資源としての魅力を高めるため、境漁港・市場見学ツアー等との連携を深

め、近隣の水木しげるロードやクルーズ客船で訪れる外国人を取り込む観光資源とし

て活用する。 

このほか、県漁協境港支所の小底グループは、美保湾で漁獲したタイやカワハギ等の

漁村市（５～９月の第２土曜日）を毎年行い内外から集まった消費者に販売している。 

 

②地域の水産業を支える多様な人材の活躍 

境港市場には数多くの女性が働いており、衛生管理型市場が整備されたことで、より

女性が働きやすい職場環境となり女性のますますの活躍、進出が期待される。境漁港に

整備される２号上屋に調理実習室が整備される予定で、そこを活用して地域の女性や

魚食普及団体が一般消費者を対象に魚食普及を目的とした料理教室を実施する予定と

なっている。 

また、赤碕地区においても漁協女性部が地域の消費者を対象として料理教室を開催

している。 
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３．目標達成のための具体的な施策 

（１）産地の生産力強化と輸出促進による水産業の成長産業化 

①拠点漁港等の生産・流通機能の強化 

地区名 主要対策 事業名 漁港・港湾名 種別 流通拠点 

境港 流通機能強化 水産基盤整備事業 境 特３ ○ 

・境漁港では、高度衛生管理型市場の整備を進めており、令和６年度の完成を目指してい

る。完成した上屋から順次衛生管理マニュアルを策定し、水産物の高度衛生管理を強化

に取り組む。 

・まき網漁業で漁獲した浮き魚を冷凍保存するための冷凍冷蔵施設の老朽化が進んでい

ることから、新たに地域で共同利用可能な冷凍冷蔵施設を整備する。 

・ＩＣＴ化では、鳥取県漁獲統計システムのデジタル化を進める。 

②養殖生産拠点の形成 

地区名 主要対策 事業名 漁港・漁場名 種別 流通拠点 

境港 養殖拠点 － 境 特３ ○ 

・養殖業者が国、県等の支援を受け、ギンザケ養殖に取り組み「境港サーモン」として全

国に売り込んでいる。今後は、マサバ、イワガキの養殖にも新たに取り組んでいく。 

・また、ギンザケ養殖の増産に対応するため、令和元年度に既存の冷凍冷蔵施設を改修

し、漁獲物の保管量を増やしている。 
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（２）海洋環境の変化や災害リスクへの対応力強化による持続可能な漁業生産の確保 

①環境変化に適応した漁場生産力の強化 

地区名 主要対策 事業名 

中山、御来屋、淀江、赤碕 藻場・干潟 水産多面的機能発揮対策事業 

・ソフト対策として、アラメの種苗移植やウニ駆除等の藻場保全活動を実施する。ソフト

対策で効果が得られない場合は、母藻類の着底基質となるブロック整備などについて

検討する。 

②災害リスクへの対応力強化 

地区名 主要対策 事業名 漁港名 種別 流通拠点 

境港 予防保全 水産物供給基盤機能保全事業 境 特３ ○ 

淀江 予防保全 水産物供給基盤機能保全事業 淀江 ２  

米子 予防保全 水産物供給基盤機能保全事業 皆生 １  

米子 予防保全 水産物供給基盤機能保全事業 崎津 １  

御来屋 予防保全 水産物供給基盤機能保全事業 御来屋 １  

御来屋 安全・安心 漁港施設機能強化事業 御来屋 １  

・境漁港では、耐震強化及び耐津波対策が必要な施設の対策工事が令和２年度に完了し

た。今後は日常点検、定期点検を実施し、必要に応じて現行計画の見直しを行い、漁港

施設の長寿命化及び維持管理コストの平準化を図る。 

・境漁港では、策定した BCP を随時改訂する。今後も災害発生後に流通機能を維持するた

め、事前対策、訓練を実施し、BCP の見直し・改善を図る。 

・淀江漁港、皆生漁港、崎津漁港、御来屋漁港では、策定した機能保全計画に基づき保全

工事を実施するとともに、日常点検、定期点検を実施し、必要に応じて現行計画の見直

しを行い、漁港施設の長寿命化及び維持管理コストの平準化を図る。 

・御来屋漁港では地震・津波に対する主要施設の安全性の検証を実施し、必要に応じて耐

震強化及び耐津波対策を実施する。 
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（３）「海業」振興と多様な担い手の活躍による漁村の魅力と所得の向上 

①「海業」による漁村の活性化 

地区名 主要対策 事業名 漁港名 種別 流通拠点 

境港 地域活性化 水産業競争力強化緊急施設

整備事業 

境 特３ ○ 

・直売センターは、山陰旋網漁業協同組合が令和３年度に改築した。今後は、観光資源と

しての魅力を高めるため、境漁港・市場見学ツアー等との連携を深め、近隣の水木しげ

るロードやクルーズ客船で訪れる外国人を取り込む観光資源として活用する。 

②地域の水産業を支える多様な人材の活躍 

地区名 主要対策 事業名 漁港名 種別 流通拠点 

境港 就労環境 － 境 特３ ○ 

・境漁港に整備される２号上屋に調理実習室が整備され、令和４年８月から利用が開始さ

れる。そこを活用して地域の女性や魚食普及団体が一般消費者を対象に魚食普及を目

的とした料理教室を実施する。 

 

 

４．環境への配慮事項 

今後、御来屋漁港において、主要施設の機能診断結果に基づき、耐震強化及び耐津波対策を

実施する見込みであり、対策工法として岸壁背後の地盤改良が想定される。そのため、地盤改

良材の流出及び汚濁の発生等、水域への影響を考慮し工法選定及び施工する必要がある。 

各漁港施設の機能保全計画に基づき、今後保全工事を実施する見込みがあるため、水域等へ

の影響を考慮して工法選定及び施工する必要がある。 

 

 

 

５．水産物流通圏域図 

 

   別添圏域図のとおり 

 



県中部圏域 流通拠点型
流通拠点：なし
圏域総陸揚量：２，４２４ｔ
圏域総陸揚金額：１６億円
漁港７港、港湾１港

県西部圏域 流通拠点型
流通拠点：境漁港
圏域総陸揚量：８８，４７０ｔ
圏域総陸揚金額：２３０億円
漁港８港、港湾２港
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